
「建築BIMの将来像と工程表」 ① ～BIMを活用した将来像～

いいものが 無駄なく、速く

3Dモデルの形状と属性情報により空間を確認できる
ことで、建築のプロでない人でもイメージを共有
設計・施工時の情報が一元管理されることで、建築
生産の効率的な品質管理を実現
完成後も活用可能なデータにより、最適な維持管理、
資産管理、エネルギーマネジメントを支援

投資効果の可視化（コストマネジメント）による
迅速な意思決定
設計・施工・維持管理段階の円滑な情報の伝達に
より、無駄のない建物のライフサイクルを実現
設計・施工の各工程の作業効率化
維持管理の省力化の実現
海外との共通・競争基盤としてのBIMの確立

適正かつリアルタイムな資産評価・資産管理の実現
センサー等との連携による建築物へのサービスの拡大
ビッグデータ・AIの活用による建築物を起点とした
新たな産業の創出
インフラプラットフォームとの融合による最適なリスク
管理の実現

高品質・高精度な
建築生産・維持管理の実現

高効率なライフサイクルの実現 社会資産としての建築物の価値の拡大

建物にも、データにも価値が

将来像と工程表とりまとめの背景・目的

○ 官民が一体となってBIMの活用を推進し、建築物の生産プロセス及び維持管理における生産性
向上を図るため、「建築BIM推進会議」（委員長：東京大学 松村秀一特任教授）を令和元年６月より
省内に構築※。 （※BIM/CIM推進委員会の下に建築分野における検討WGとして構成）

○ 建築BIM推進会議において、今後、建築業界における共通認識として目指していく将来像と、
将来像を実現するための取組・工程を整理し、「建築BIMの将来像と工程表」としてとりまとめ (令和元年９月)。

BIMを活用した将来像

成長戦略フォローアップ (R1.6.21閣議決定) ６．次世代インフラ （１）KPIの主な進捗状況
・BIMの取組を国・地方公共団体が発注する建築工事で横展開し、民間発注工事へ波及拡大させる。 《中略》 BIM導入を戦略的に進めるため、
国・地方公共団体、建設業者、設計者、建物所有者などの広範な関係者による協議の場を設置し、直面する課題とその対策や官民の役割分担、
工程表等を2019年度中に取りまとめる。

第４回建築ＢＩＭ推進会議
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「建築BIMの将来像と工程表」 ② ～７つの取組と工程表～

建築業界で進めるべき７つの取組と工程表

① マーケットの機能を生かしながら、官・民が適切な役割分担の下で協調して進める
② 先行的な取組を進め、その後に一般化を図る（PDCAサイクルによる精度の向上）
③ 我が国の建築業界の国際競争力の強化を図るため、可能な限り国際標準・基準に沿って進める

将来像の実現に向けた基本的な戦略

○ BIMを活用した将来像を実現するため、BIM活用環境の整備として、
今後、建築業界で進めるべき７つの取組とその工程を整理した。

【工程表の例：取組１】

検討事項
工程表

工程１ 工程２ 工程３
1-1. BIM標準ガイドラ

イン(ワークフロー)

1-2. BIM実行計画書
の標準策定
(BEP)

1-3. BIM発注者情報
要件の標準策定
(EIR)

1-4. 竣工モデル定義

1-5. 部品メーカーとの
かかわり方の整理

1-6. BIMを活用した
場合の契約

1-7. 業務報酬のあり方

1-8. 著作権

１．BIMを活用した建築生産・維持管理に係るワークフローの整備

検討

検討

検討

検討

検討

検討

検討

検討

試行 実装

試行 実装

試行 実装

試行 実装

試行 実装

実装

実装

実装試行

試行

２．BIMモデルの形状と属性情報の標準化
３．BIMを活用した建築確認検査の実施
４．BIMによる積算の標準化

将来像を実現するために
建築業界に必要な取組と官民の役割分担 各取組を実現するために必要な検討事項

１.
BIMを活用した建築生産・維持管理に係
るワークフローの整備

〔国土交通省＋関係団体〕

BIM標準ガイドライン(ワークフロー)、BIM実行計画書の標
準策定(BEP)、BIM発注者情報要件の標準策定(EIR)、
竣工モデル定義、部品メーカーとのかかわり方の整理、BIM
を活用した場合の契約、業務報酬のあり方、著作権

２. BIMモデルの形状と属性情報の標準化
〔BIMライブラリ技術研究組合＋関係団体〕

オブジェクト標準、属性情報の標準化、オブジェクトライブラ
リー、メーカーオブジェクト、ライブラリーと仕様情報の連携

３. BIMを活用した建築確認検査の実施
〔建築確認におけるBIM活用推進協議会＋関係団体〕

BIM2D審査、ビューワー、BIM審査、BIM検査、AI審査・
検査

４. BIMによる積算の標準化
〔(公社)日本建築積算協会＋関係団体〕

分類体系の整備、積算手法の標準化、コストマネジメント
手法の確立

５. BIMの情報共有基盤の整備
〔(一社)buildingSMART Japan＋関係団体〕

国際標準・基準への理解促進、データ連携手法の確立、
情報共有環境の整備、データ真正性確保技術の確立、
デジタル証明技術の確立

６. 人材育成、中小事業者の活用促進
〔(一社)buildingSMART Japan＋関係団体〕

BIMマネージャー(仮称)、BIM技術者資格、BIM講習・
研修

７.
ビッグデータ化、インフラプラットフォームとの
連携
〔国土技術政策総合研究所・建築研究所＋関係団体〕

ビッグデータとしてのBIMの活用、インフラプラットフォームとの
連携


